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国際自由権規約の「選択議定書」の批准、

および未批准の人権関連条約、ILO条約の早期批准を求める要請書

国連人権委員会は、本年３月末に閉幕し、人権理事会に移行しました。日本は、新たな人権理事会理事国としてアジアから選出されました。また、人権理事会は、これまでの人権委員会のシステムを踏襲するとしています。

　私たち国際人権活動日本委員会は、国内における労働者や国民の諸権利の向上をめざして1993年に設立し、1997年に現在の名称に改正、2003年には国連経済社会理事会における協議資格を取得しました。

　この間、国内の人権問題を抱える団体、個人との連携のもとに、毎年、人権委員会や人権保護促進小委員会、さらには自由権規約、社会権規約の政府報告書審査などに参加し、国内の人権状況についての多様なレポートを提出し、委員会等での発言を行ってきています。

　今日、日本では、国際化の進行とともに、市場主義や競争社会が拡大され、国際社会で確立している人権が軽視される状況があります。また、世界第２位といわれる経済国でありながら、条約批准時に留保した諸条項を今日まで継続・放置していること、委員会からの「勧告」にもとづく国内での改善に否定的であることなど、人権の実現に消極的であることも指摘されています。

　私たちは、日本政府が、新たな人権理事国として国内における人権の確立・向上に積極的に取り組むと同時に、国際人権規約の遵守、あらゆる差別の是正と根絶、労働の場における差別撤廃と労働基準の改善、言論・表現の自由の保障、戦争責任と補償問題の解決をはじめ、女性、子ども、高齢者、障害者など広範な権利の保障と平和主義を掲げた日本国憲法を遵守し、人権の向上に向けて積極的な役割を担うことを求めるとともに、下記事項について要請します。

記

１、人権救済条約・国際自由権規約選択議定書を速やかに批准すること。

２、国際自由権規約、社会権規約の批准の際に留保した諸条項について、速やかに留保を解除し、国内法の改正を行うこと。

３、時効不適用条約など未批准の人権関連条約を早期に批准すること。

４、「公契約における労働条項に関する条約」（第94号条約）、「雇用及び職業についての差別待遇に関する条約」（第111号条約）をはじめ、労働者の地位向上に関わる未批准のILO条約を早期に批准すること。

５、国際自由権規約にもとづく第３回、第４回日本政府報告書審査における国連人権委員会からの「最終見解」、国際社会権規約にもとづく第２回政府報告書審査における「最終見解」によって、懸念が表明され、勧告された諸問題の解決のために、法令の改正、制度の改善を行うとともに、関係機関や企業などにたいする行政指導をおこなうこと。

６、条約によって定められ、人権委員会において指定された政府報告書の提出期限を遵守し、国内のNGO団体等との協議をおこなうこと。
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